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研究成果の概要（和文）：本研究では、不妊の社会と経済に及ぼす影響を検討し、少子化の是正に必要な対策や
重点を置くべき課題を明らかにすることを目標とした。①子どもを持っていない夫婦の健康と労働の社会経済的
影響の検証、②職場や地域における不妊治療支援策の事例比較、③少子化対策の地域へのインパクトの評価、の
３つを実施した。子どもを欲しいと思っていても労働環境が整わない状況を背景に、結婚・出産を先送りにした
結果年齢的に妊娠しにくく不妊になる「社会的不妊」の社会と経済に及ぼす影響を検討した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of our study was to examine the social and economic impact of 
infertility and to identify the measures needed to correct the declining birthrate and the issues to
 be focused on: (1) Examining the socioeconomic impact on the health and work of childless couples; 
(2) Comparing examples of fertility treatment support measures in workplaces and communities; (3) 
Assessing the impact of measures to combat the declining birthrate on communities.

研究分野：社会政策、福祉経済、キャリア形成

キーワード： 社会的不妊　家族形成　労働環境　キャリア形成　リプロダクティブヘルス　支援施策　少子化　不妊
治療

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
子どもを欲しいと思っていても労働環境が整わない状況を背景に、結婚・出産を先送りにした結果年齢的に妊娠
しにくく不妊になる「社会的不妊」と不妊治療と仕事の両立に悩む「不妊退職」が起こっている。本研究では、
社会的不妊の社会と経済に及ぼす影響を検討し、少子化の是正に必要な対策や重点を置くべき課題を明らかにし
ている。
これまでの少子化対策では、出産に至る前の婚姻や妊娠に至りにくい社会状況への施策が遅れている。直近の
2022年の人口動態統計（概数）では出生数80万人を割っている状況である。本研究は、少子化対策を考える上で
重要であり、社会的インパクトをもたらす研究である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

日本では晩婚化により加齢で不妊に悩む夫婦が増えており、不妊を心配したことのある夫婦
は 3 組に 1 組を超え、子どものいない夫婦では 55.2％に上っていた（国立社会保障・人口問題
研究所 2016）。日本で 2015 年に行われた体外受精は 42 万 4,151 件で、赤ちゃんの約 20 人に１
人が体外受精で産まれており、件数も出生数も過去最多を更新している。治療を受けた女性の 4
割が 40 歳以上であるが、40 歳に近づくと出産成功率が低くなるため、不妊治療の公費助成は治
療開始時に女性が 42 歳までとなっている（日経新聞 2017 年 9 月 12 日電子版）。 
 不妊に関する先行研究は、卵子・精子を体外で受精発育させた治療方法で妊娠を試みる生殖補
助医療（ART）関連が主流であり、生殖補助医療の介入効果のレビュー（Cochrane Review 2014）、
生殖補助医療を経た子どもの疾患の状況（Hansen 他 2013）などの医学的観点からの分析であっ
た。日本では不妊治療は自費診療で行われており、保険診療ではない。保険診療ではないため、
国の統計データが得られないこともあり、不妊治療の社会経済的評価は十分には進んでいなか
った。 
 

２．研究の目的 

 労働人口の減少から女性が職場で活躍することは不可欠であるが、子どもを持つことが先送
りされた結果妊娠に至りにくくなる「社会的不妊」と不妊治療と仕事との両立に悩む「不妊退職」
が起こることで、ますます少子化が進展している。これまでの少子化対策は妊娠後からの子育て
支援に重点が置かれ、婚姻や妊娠に至りにくい社会状況を改革するための施策（経済・雇用や男
女共同参画を包括した具体的施策）が行われていない。本研究では、不妊が社会と経済に及ぼす
影響を検討し、少子化の是正に必要な対策や重点を置くべき課題を明らかにすることを目標と
した。本研究の目的は、以下の３つである。 

①子どもを持っていない夫婦の健康と労働の社会経済的影響の検証 
②職場や地域における不妊治療支援策の事例比較 
③少子化対策の地域へのインパクトの評価 
研究当初は、①の対象を不妊治療経験女性と限定していたが、子どもを持っていない 20 代か

ら 40 代の夫婦の被験者にし、挙児希望・労働状況・不妊治療歴等をたずねることで、子供を欲
しいと思っていても労働や社会環境が整わない状況を背景に、結婚・出産を先送りにした結果年
齢的に妊娠しにくく不妊になる社会的不妊と不妊治療と仕事の両立に悩む不妊退職が起こって
いる状況を検証することにした。 
 

３．研究の方法 

(1) 子どもを持っていない夫婦の健康と労働の社会経済的影響の検証 
子どものいない 20～49 歳の既婚男女に対して、不妊治療の実施状況も含めた調査項目を用い

て、健康と労働の社会経済的状況の検証をすることとした。調査は、調査事業者（株式会社マク
ロミル）に委託をし、調査事業者のモニターを対象としたウェブ調査を 2020 年 2月に実施した。
居住地は全国として設定し、結婚しているが子どものいないサンプルを第一段階で 5,000 抽出
し、抽出された被験者に対して調査を実施し、20 代、30 代、40 代の男女各 250 ずつ、計 1,500
の有効標本を第二段階で抽出し、個人を識別できる情報を取り除いた匿名加工データを入手す
ることとした。研究対象者の人権に配慮し、研究対象者にとって答えづらい質問は回答をしなく
てもよいように、研究対象者の人権に配慮した調査設計を行った。 
 
(2) 職場や地域における不妊治療支援策の事例比較と少子化対策の地域へのインパクトの評価 
①海外ヒアリング調査 

不妊治療や子育て支援策を研究しているフィンランドとスウェーデンの研究者や機関と 2018
年 9 月にヒアリングと情報交換を行った。調査目的は不妊治療者向けの支援制度、妊娠・出産の
遅らせを選ばなくてもよくなるような家族形成の支援などの方策の参考となる制度の情報を得
るため、妊娠から出産、子どもが生まれた後も基本的には 6 歳まで切れ目なくサポートを提供す
る総合的な支援サービスで有名なフィンランド、男女共同参画が進み、先進的な取組で有名なス
ウェーデンの 2 か国において、妊娠前・妊娠と出産時・子育て時の施策や状況について研究者を
中心にヒアリング調査を行った。 
②国内ヒアリング調査 
 職場や地域における不妊治療支援策の事例比較と少子化対策の地域へのインパクトの評価を
目的として、家族形成支援政策に関わる自治体関係者（近畿地方の 5 か所程度の地方自治体職
員・市議・首長の 15 名程度）に個人およびグループインタビューを行うことを計画した。倫理
審査の承認が得られた後、調査の協力の依頼を自治体に対して行い、協力が得られた関西の４市
町村の地方自治体職員・市議・首長とさらに他の３市町村の市議に対して調査を行った。調査期
間は 2021 年 10 月～2022 年 2 月に実施した。質問形式は、半構造型質問として 3 者（自治体職
員・市議・首長）各々の立場に応じて家族形成支援政策を多様な視点から検討をし、研究を通し
て、職場や地域の家族形成支援策の好事例の収集と比較検討を行い家族形成支援策の地域への
インパクトの評価と重点を置くべき課題を明らかすることを目的として実施した。 



４．研究成果 
(1) 子どもを持っていない夫婦の健康と労働の社会経済的影響の検証 
①研究方法 
 子どものいない 20～49 歳の既婚男女に対して、不妊治療の実施状況も含めた調査項目を用い
て健康と労働の社会経済的状況を検討した。調査事業者のモニターを対象としたウェブ調査を
2020 年 2 月に実施し、個人を識別できる情報を取り除いた匿名加工データを入手した。サンプ
ルの居住地は全国として設定し、事前調査の段階で、既婚者であるが子どものいないサンプル
5,000 を抽出し、抽出された被験者に対して本調査を実施し、20 代、30 代、40 代の男女各 258、
計 1,548 の有効標本を抽出し、性・年代別で比較をすることとした。 
②分析結果 
 子どものいない 20～49 歳の既婚男女 1,548 人のうち、不妊治療経験者は 311 人（20.1％）だ
った。不妊治療経験者（311 人）の不妊治療の期間は、1 年未満 120 人（38.6%）、1～2 年未満 82
人（26.4%）、2～5 年未満 74 人（23.8%）、5～10 年未満 27 人（8.7%）、10 年以上 8 人（2.6%）で
あった。不妊治療経験者の不妊治療の内容は、複数回答で全応答数における割合を見ると、その
他の不妊治療[タイミング法、排卵誘発法、人工授精など]48.4％、体外受精 29.1%、顕微授精 22.5%
であった。 

不妊治療経験者の性・年代別で不妊治療の雇用への影響をクロス集計した結果が図 1 である。
回答者全体では同じ職場で同じ雇用形態で仕事を継続している人は 60.5%であったが、性・年代
別で有意差が見られた（χ2(20) = 113.474, p<0.000）。性別で比較すると、男性は同じ職場で
同じ雇用形態で仕事を継続している一方で、女性で同じ雇用形態で仕事を継続している割合は、
女性 20 代 50.0%、女性 30 代 49.3%、女性 40 代 26.6%であった。特に、女性 40 代は、仕事を辞
めた 48.4%、転職（フリーランス・自営）をした 10.9%であった。不妊治療は雇用形態へ強い影
響を与えていた。図 2 は不妊治療経験者の性・年代別で不妊治療の負担感をクロス集計した結果
である。不妊治療の負担感は性・年代別で有意差が見られた（χ2(20) = 65.751, p<0.000）。雇
用形態の場合と同様に女性 40 代はとても負担に感じた 56.3%で、性・年代別で最も高い結果で
あった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 性・年代別の不妊治療の雇用への影響 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 性・年代別の不妊治療の負担感 
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(2) 職場や地域における不妊治療支援策の事例比較―海外ヒアリング調査 
①研究方法 

不妊治療者向けの支援制度、妊娠・出産の遅らせを選ばなくてもよくなるような家族形成の支
援などの方策のヒントとなる制度を学ぶため、海外視察調査を実施した。妊娠から出産、子ども
が生まれた後も基本的には 6 歳まで切れ目なくサポートを提供する総合的な支援サービスで有
名なフィンランド、男女共同参画が進んでおり、先進的な取組で有名なスウェーデンの２か国の
不妊、妊娠、子育ての施策や状況について研究者を中心にヒアリングを行った。 
②分析結果 
１．フィンランドの事例 

フィンランドの不妊治療の状況についてフィンランド大学の社会学の研究者２名に話を聞い
た。フィンランドでは、公的な医療機関での治療の IVF(体外受精)３回分について申請をすれば
助成金が支給されるが、同性婚のカップルにお金は支給されない。しかし、シングルの女性が妊
娠した場合はお金が支給される。養子縁組の夫婦の場合はお金が支給されない。日本とは異なっ
た家族形成へのアプローチであった。 

Terveyden ja hyvinoinnin laitos;THL(Finish Institute for Health and Welfare)の助産
学の研究者からフィンランドの妊婦から子どものケアについて説明を受けた。フィンランドの
家族政策では、子どもが安全な環境で育つことができるように金銭的な援助、育休制度、医療、
社会保障、教育などの公的なサービスの提供を行っている。この KELA(フィンランドの社会保険
システム)のギフトで有名なものは、出産祝いギフトセット（Maternity package）である。日本
とは異なり、通常の妊婦健診は基本的に医師ではなく保健師か助産師が行っており、8～9 回
Clinic へ夫婦で訪れ、産後は 2 回訪れることになっている。医師による検診は、妊娠中に 2 回、
産後の 5～12 週に１回となっている。これらの定期的なカウンセリングサービスにより、家族支
援のネットワークを築くことができており、子どもだけではなく両親の健康な状態を支援して
いる（KELA 2023）。フィンランドはスウェーデンの隣国に位置しており、スウェーデンの政策を
手本にフィンランドの男女共同参画や家族政策の推進を図っていた。 
２．スウェーデンの事例 

ヨーテボリ大学の Institute of Health and Care Sciences において、若手研究者から助産
ケアモデルである、女性患者中心のケアの MiMo について説明を受けた。このケアモデルは、1. 
A Birthing Atmosphere、2. Reciprocal Relationship、3. Grounded Knowledge の３つから構
成されていた。女性患者中心のケアを行うことで、助産師の QOL が向上することが示された。別
の研究者からは、政治学の研究者と保健学の研究者との共同研究についての説明があった。妊娠
による政治行動の変容についてパネルデーターを取って分析を行っていた。妊娠することによ
って自治体の保健や公共サービスを使う機会が増えることにより、社会への関心が深まるなど
の行動変容が見られるため、その変化を保健学と政治学の面から捉えようと試みていた。 
 
(3) 職場や地域における不妊治療支援策の事例比較と少子化対策の地域へのインパクトの評価

―国内ヒアリング調査 
①研究方法 
 倫理審査の承認が得られたのちに、職場や地域における不妊治療支援策の事例比較と少子化
対策の地域へのインパクトの評価を目的として、家族形成支援政策に関わる自治体関係者（近畿
地方の自治体職員・市議・首長）に個人およびグループインタビューを行った。5 市町村の自治
体に調査協力の依頼をしたところ、協力が得られた 4 市の自治体職員 10 人、市議 8 人、首長 3
人）の 21 人と市議から紹介を受けた他市の議員 3 人の総人数 24 人に対して調査を実施した。 
半構造型質問にて、3 者（自治体職員・市議・首長）各々の立場に応じた家族形成支援政策を多
様な視点から検討をし、職場や地域の家族形成支援策の好事例の収集と比較検討を行い家族形
成支援策の地域へのインパクトの評価と重点を置くべき課題を明らかする。 

主な質問は下記の４つである。調査を依頼した際に「家族形成」の用語の定義についての問い
合わせがあったため、「家族形成は、パートナーを見つけ、生活の場を決め、妊娠、出産、子育
てを含む包括的な流れを想定しています。」と説明をした後にインタビューを行った。 
 

1. X 市において、「家族形成関連施策」（子育て支援関連・移住支援関連事業を中心とした事
業）の導入・展開時（現在を含む）に、市長、議会、住民それぞれにどのような特徴的な
役割や行動がありましたか（ありますか）？  

2. X 市において、「家族形成関連施策」（子育て支援関連・移住支援関連事業を中心とした事
業）導入後においても、家族形成支援上の課題となっていることは何ですか？  

3. X 市にとって、「家族形成」に関する「望ましい未来像」（将来に関する望ましい社会のあ
り方の方向性）はどのように描くことができますか？  

4. X 市において、新型コロナウイルス感染症が「家族形成関連施策」などに影響がありまし
たか？ 

  
ヒアリング調査で得たデータを定量的に分析するため、ソフトウェア KH Coder3 を用いて、テ

キストマイニングを行った。テキストマイニングは、データから有益と思われる情報を構造化し
てとらえる分析手法である（牛澤 2021）。 



②研究結果 
 対象者 24 人のヒアリング調査のデータから抽出された抽出語（分析で使用した総抽出語数
41,978）の中の頻出語上位 20 語は、頻出順に「思う、言う、子ども、子育て、今、人、支援、
話、地域、行く、保育、多い、出る、問題、市、事業、聞く、社会、コロナ」であった。次に、
抽出語間と抽出語と外部変数（今回は職種）の間の共起関係を見る。図 3 は職種と抽出語の共起
ネットワーク（24 名分）を示している。円の大きさは抽出語の出現回数の頻度の大きさを表し
ており、図形の位置や線の距離や線の太さで強い共起関係を表している（牛澤 2021）。 

今回の調査における中心テーマであった言葉は図 3 の緑の最も大きな円で表示されている。
ここから「思う」「言う」「子ども」「子育て」「支援」「今」を中心テーマとして語られていたこ
とが分かる。さらに、抽出語に囲まれた四角の外部変数の職種と抽出語の共起関係を見て行く。
自治体の職員の周辺の抽出語を見ると、施策の内容についての話が多い傾向が見られる。「児童」
「家庭」「保育」「事業」などの抽出語が見られるため、子育て支援事業について説明をしている
ことが分かる。次に、市議である議員の周辺の抽出語を見ると、「人」「話」「自分」「問題」「行
く」の言葉が見られた。議員は地域の人に話を聞きに行き、自分の問題として家族形成を捉えて
いる様子が伺える。最後に市長である首長の周辺の抽出語を見ると、「人」「話」「国」「社会」「地
域」「社会」「人口」「減る」「行政」などの抽出語から、市長が地域の家族施策を人口減少となら
ないように検討しながら進めている状況が分かった。首長と議員の傾向を比較すると、首長は自
治体だけではなく国の施策も見据えた視点を持つ一方で、議員は自分にとって関わりの強い事
象に集中する傾向があることが分かる。新型コロナウイルス感染症が懸念されていた時期での
ヒアリング調査という事もあり、家族形成においても、市長は国との関わりを調整しながら、施
策を検討していたことが考えられる。図 3 の中で太い線になっているのは、新型コロナウイルス
感染症と首長の線のみであった。これらのことから、首長は新型コロナウイルス感染症について
強い懸念を持っていたことが明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 職種と抽出語の共起ネットワーク 
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